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事務事業名 53033 参議院議員通常選挙費

担当組織 行政委員会事務局 行政委員会事務局 担当 選挙管理委員会担当

組織コード 76 01 00 会計･款･項･目･大事業･中事業 01 02 04 02 01 01 記入日 令和 3年 6月22日

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 90 市政の透明性の確保

事業期間 令和４年度 ～ 令和４年度

公職選挙法及び同法施行令
根拠法令 関連計画地方自治法及び同法施行令

通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
市民

住民が政治に参加する権利である選挙が適正に執行されるよう運営を行う。

事業目的

法令に基づき、参議院議員通常選挙に関する事務を管理執行する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.事務事業の計画

（１）投入資源（予算と人員）

令和４年度 令和５年度 令和６年度
計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

参議院議員通常選挙執行事務費

事 業 内 容

事　業　費 48,611 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 32,795 0 0

県支出金 0 0 0

起　　　債 0 0 0

そ　の　他 0 0 0

一般財源 15,816 0 0

人　件　費 3,600.48 0 0

投入 常勤職員 0.52人 0人 0人

人員 非常勤職員 0.6人 0人 0人

事業費＋人件費 52,211 0 0
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（２）事業目標

指標名 単位 説明・算定式 令和４年度 令和５年度 令和６年度
目標値 目標値 目標値

活動①
選挙事務における重大なミス件数

件 0

活動②

成果①

成果②

３.事前評価

施策の目標達成に向けて貢献しているか。

Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

施策への貢献度 ＜判断理由＞

参議院議員を選ぶ重要な国政選挙であり、選挙の適正な執行は本施策の目標達成につながるものと考える。

事業費・人件費の水準は適正か。

Ｂ：経費は適正な範囲である。

経費水準 ＜判断理由＞

法令により規定された選挙を適正かつ効率的に執行するため、経費の節減に取り組む。

事業手法は適正か。

Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

事業手法 ＜判断理由＞

法令により規定された選挙を適正かつ効率的に執行するため、開票事務の効率化を図った。今後はより効果的な

事業の見直しを検討していきたい。

受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

受益・負担の公平性 ＜判断理由＞

参議院議員通常選挙執行は、国の選挙費委託金を受け、一部の市民だけではなく全ての市民に係る事業であるた

め、事業の効果は広く市民に還元されるものである。

４.意思決定

● Ａ：この計画で実施する

○ Ｂ：計画を見直して実施する

○ Ｃ：実施しない

意思決定
＜｢意思決定｣に関する判断理由・コメント＞

選挙の執行事務については、法令で規定されたものであり、適正かつ効率的な選挙執行に努め取り組んでいく。

参議院議員通常選挙の執行は、令和４年７月に予定されていることから、令和４年度をもって本事業を終了する

予定である。

事業実施における

留意点
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事務事業名 53034 県議会議員選挙費

担当組織 行政委員会事務局 行政委員会事務局 担当 選挙管理委員会担当

組織コード 76 01 00 会計･款･項･目･大事業･中事業 01 02 04 03 01 01 記入日 令和 3年 6月22日

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 90 市政の透明性の確保

事業期間 令和４年度 ～ 令和５年度

公職選挙法及び公職選挙法施行令
根拠法令 関連計画地方自治法及び地方自治法施行令

通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
市民

住民が政治に参加する権利である選挙が適正に執行されるよう運営を行う。

事業目的

法令に基づき、県議会議員選挙に関する事務を管理執行する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.事務事業の計画

（１）投入資源（予算と人員）

令和４年度 令和５年度 令和６年度
計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

県議会議員選挙執行事務費

事 業 内 容

事　業　費 9,045 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金 5,128 0 0

起　　　債 0 0 0

そ　の　他 0 0 0

一般財源 3,917 0 0

人　件　費 3,323.52 0 0

投入 常勤職員 0.48人 0人 0人

人員 非常勤職員 0.3人 0人 0人

事業費＋人件費 12,369 0 0
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（２）事業目標

指標名 単位 説明・算定式 令和４年度 令和５年度 令和６年度
目標値 目標値 目標値

活動①
選挙事務における重大なミス件数

件 0

活動②

成果①

成果②

３.事前評価

施策の目標達成に向けて貢献しているか。

Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

施策への貢献度 ＜判断理由＞

埼玉県議会議員を選ぶ重要な県政選挙であり、選挙の適正な執行は本施策の目標達成につながるものと考える。

事業費・人件費の水準は適正か。

Ｂ：経費は適正な範囲である。

経費水準 ＜判断理由＞

法令により規定された選挙を適正かつ効率的に執行するため、経費の節減に取り組む。

事業手法は適正か。

Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

事業手法 ＜判断理由＞

法令により規定された選挙を適正かつ効率的に執行するため、開票事務の効率化を図った。今後はより効果的な

事業の見直しを検討していきたい。

受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

受益・負担の公平性 ＜判断理由＞

埼玉県議会議員選挙執行は、県の選挙費委託金を受け、一部の市民だけではなく全ての市民に係る事業であるた

め、事業の効果は広く市民に還元されるものである。

４.意思決定

● Ａ：この計画で実施する

○ Ｂ：計画を見直して実施する

○ Ｃ：実施しない

意思決定
＜｢意思決定｣に関する判断理由・コメント＞

選挙の執行事務については、法令で規定されたものであり、適正かつ効率的な選挙執行に努め取り組んでいく。

埼玉県議会議員一般選挙の執行は、令和５年４月に予定されていることから、令和５年度をもって本事業を終了

する予定である。

事業実施における

留意点


